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千葉県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画 
（みどりの食料システム法の認定に関する基本計画） 

 
 

令和５年３月３０日 
 
 

千葉県、千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、野田市、 
茂原市、成田市、佐倉市、東金市、旭市、習志野市、柏市、勝浦市、市原市、流山市、 
八千代市、我孫子市、鴨川市、鎌ケ谷市、君津市、富津市、四街道市、袖ケ浦市、 
八街市、印西市、白井市、富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、 
大網白里市、酒々井町、栄町、神崎町、多古町、東庄町、九十九里町、芝山町、 
横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町、長柄町、長南町、大多喜町、御宿町、 
鋸南町 

 
 
第１ 計画策定の趣旨・位置づけ 

（１）計画の趣旨 
  近年、食料の安定供給・農林水産業の持続的発展と地球環境の保全との両立が強く  

指摘されています。自然や生態系の持つ力を巧みに引き出して行われる食料生産・  

農林水産業において、その活動に起因する環境負荷の軽減を図り、豊かな地球環境を 

維持することは、生産活動の持続的な展開に不可欠であり、次世代に向けて取り組まな

ければならない重要かつ緊急の課題となっています。 

  国は、令和３年５月に中長期的な方針として「みどりの食料システム戦略」を策定し、

２０５０年(令和３２年)までに目指す姿として、化学農薬使用量（リスク換算）の５０% 

低減・化学肥料使用量の３０%低減や耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を 

２５%（１００万 ha）に拡大、ＣＯ２ゼロエミッション化などの実現に向け、戦略的に  

取り組むとしました。 

この戦略の実現のため、令和４年７月に「みどりの食料システム法」が施行され、   

農林漁業者が、化学肥料・化学農薬の使用量の低減や温室効果ガスの排出量削減など 

農林漁業に由来する環境への負荷を低減させるために行う事業活動（以下、「環境負荷 

低減事業活動」という。）を促進するため、農林漁業者が作成する「環境負荷低減事業  

活動実施計画」等を県が認定し、その活動を税制や金融面において支援する認定制度が

創設されたところです。 

これらを受け、千葉県及び県内５３市町村は、農林水産分野の持続的な発展に資する   

ため、本基本計画を作成し、農林漁業者が行う環境負荷低減事業活動等を促進して  

まいります。 
 
（２）計画の位置づけ 
  本計画は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の 
促進等に関する法律（令和４年法律第３７号）第１６条第１項の規定に基づき、千葉県  
環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画として定めます。 

  また、本計画は、以下に示す既存計画等を関連計画等とし、これらを踏まえ策定して  
います。 
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関 連 計 画 等 名 本基本計画での記載 

千葉県農林水産業振興計画（令和４年度～７年度）［令和４年３月千葉県］ 振興計画 

第３次千葉県有機農業推進計画         ［令和３年１月千葉県］ 有機農業推進計画 

千葉県地球温暖化対策実行計画         ［令和５年３月千葉県］ 地球温暖化対策計画 

千葉県における家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画 
［令和３年５月千葉県］ 

家畜排せつ物利用計画 

千葉県持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針 
                       ［令和４年２月千葉県］ 

持続農業指針 

第４次千葉県食育推進計画           ［令和４年３月千葉県］ 食育推進計画 

生物多様性ちば県戦略             ［平成20年３月千葉県］ 生物多様性戦略 

 
第２ 計画期間 

 本計画は、令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とする。 
 
第３ 計画の内容 

１ 環境負荷低減事業活動の促進による環境負荷の低減に関する目標 

 環境負荷の低減に関する２０３０年の目標を以下のとおり設定する。 

（１）化学農薬使用量を１０％低減（基準年２０１９農薬年度） 

（２）化学肥料使用量を２０％低減（基準年２０１６肥料年度） 

（３）有機農業の取組面積 １，２００ｈａ ※ 有機農業推進計画Ｐ１０  

（４）農林水産業における温室効果ガスの排出削減量 ７．４％削減（基準年２０１３年度） 

※ 地球温暖化対策計画（Ｐ２８）の温室効果ガスの排出量削減目標の内数  

（５）加温面積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合 ５０％ 

  
２ 環境負荷低減事業活動として求められる事業活動の内容に関する事項 
 環境負荷低減事業活動として、以下の活動を推進する。 

（１）堆肥その他の有機質資材の施用により土壌の性質を改善させ、かつ、化学的に   
合成された肥料及び農薬の施用及び使用を減少させる技術を用いて行われる生産方式
による事業活動 

   農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、土づくり等
を通じて化学肥料、化学農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的農業で
ある「環境にやさしい農業」の取組を進める。 

【主な事業活動】（振興計画Ｐ４２） 

・有機農業（※１） 

・ちばエコ農業（※２） 

・特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに基づく生産方式（※３） 

・持続農業指針に沿った農業生産方式（※４） 
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※１ 有機農業（有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）第２条に規定す

る有機農業をいう。）の取組 

※２ 「ちばエコ農業」推進要領（平成14年 3月 20日付け農振第786号、園第816 号）

の別表１－１の基準と合致した取組。認証の有無は問いません。 

※３ 化学肥料と化学合成農薬の使用を慣行栽培の５割以下にして栽培された農産物の 

表示ガイドライン（平成４年１０月１日４食流第３８８９号総合食料局長、生産局長、 

消費・安全局長通知） 

※４ 堆肥等による土づくりと化学合成農薬と化学肥料の低減を一体的に行う生産方式 

＜これらの事業活動を拡大させるための県の取組＞（振興計画Ｐ４２） 

✓ 農地の土壌分析結果を踏まえた適正施肥の推進 
✓ 化学合成農薬のみに依存しないＩＰＭ技術（※５）の開発及び普及 
✓ 家畜排せつ物の堆肥化の徹底や耕種農家と畜産農家とのマッチング支援 
✓ 農作物病害虫雑草防除指針の改定 
✓ 肥料コスト低減に資するスマート農業の推進 

 

※５ 化学合成農薬だけに頼らずに複数の防除技術を組み合わせ、農作物の収量や品質に 

経済的な被害が出ない程度に病害虫や雑草の発生を抑制しようとする防除手法 

［参考］ちばエコ農業、有機農業等の「環境にやさしい農業」は、取組面積を５，８９３ｈａ

から増加させることを目指す。（振興計画Ｐ２８） 

 

（２）温室効果ガスの排出の量の削減に関する事業活動 

燃油の使用量の削減につながる、省エネルギー機器や施設、スマート技術を活用 
した機械や装置の導入などの取組や、再生可能エネルギーの導入、家畜ふん堆肥の 
有効活用など、二酸化炭素やメタン等の温室効果ガスの排出量削減に資する活動を 
進める。 

【主な事業活動】 

 ○ 省エネルギー機器等の導入 

・ 施設園芸における省エネ機器や施設・設備等の導入（振興計画Ｐ４２） 

・ 農業施設でのＬＥＤの利用 

・ 電動農機の利用 

・ 省エネ漁船・付帯設備の導入（振興計画Ｐ１１２、地球温暖化対策計画Ｐ５９） 

○ 再生可能エネルギーの導入 

・ 農林漁業への太陽光発電や木質バイオマスなどの再生可能エネルギーの導入 
（地球温暖化対策計画Ｐ６９） 

○ その他の温室効果ガス排出量の削減 

・ 水田作での秋耕による稲わらの分解促進 

・ 温室効果ガスの排出量の削減に資するスマート農業機器等の導入 
（振興計画Ｐ２９、Ｐ４２、地球温暖化対策計画Ｐ７２） 

・ 適正な規模での放牧の実施 

・ 強制発酵処理施設などの家畜排せつ物処理高度化施設の導入による家畜排せつ
物の堆肥化の徹底（家畜排せつ物利用計画Ｐ５） 

・ 慣行飼料への環境負荷低減飼料の添加又は転換 
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［参考］家畜排せつ物の堆肥化率は、２０３０年（令和１２年）に９６％以上にする  

ことを目指す。 

（家畜排せつ物利用計画Ｐ６） 

 
（３）別途、農林水産大臣が定める事業活動 

ア 家畜のふん尿に含まれる窒素、燐その他の環境への負荷の原因となる物質又は 
餌料の投与等により流出する窒素、燐その他の環境への負荷の原因となる物質の 
量を減少させる技術を用いて行われる生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

・ 慣行飼料の環境負荷低減型配合飼料への転換 

・ 家畜排せつ物の浄化処理施設の機能向上による窒素除去等 

 

イ 土壌への炭素の貯留に資する土壌改良資材を、農地又は採草放牧地に施用して 
行う生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

炭素貯留効果の高いバイオ炭の活用（振興計画Ｐ４２） 

 
ウ 生分解性プラスチックを用いた資材の使用その他の取組によるプラスチック  
使用製品産業廃棄物等の排出若しくは流出の抑制若しくはこれらに伴う農林漁業に
由来する環境への負荷の低減又は化石資源由来のプラスチックの使用量の削減に 
資する生産方式による事業活動 

【主な事業活動】 

・ 生産活動に用いるプラスチック資材の長期利用（振興計画Ｐ４２） 

・ 代替資材の活用（地球温暖化対策計画Ｐ５９） 

・ プラスチック資材の流出抑制  

 

エ その地域において通常行われる施肥及び有害動植物の防除と比較して化学的に 
合成された肥料及び農薬の施用及び使用を減少させる技術並びに生物の多様性の 
保全その他の環境の保全に資する技術を組み合わせて用いる農業に関する技術を 
用いて行われる生産方式による事業活動 

【主な事業活動】（生物多様性戦略Ｐ７７） 

・ 水田での冬期湛水 

   ・ 水田での魚道や生態系に配慮した水路などの設置 
 
（４）（１）から（３）までの活動に準じた活動であって環境負荷低減事業活動と     

認められるもの 
 
３ 特定区域に関する事項 

別紙のとおり。 
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４ 環境負荷低減事業活動の実施に当たって活用されることが期待される基盤確立事業の
内容に関する事項 

 環境負荷低減や脱炭素などの持続可能な農林水産業実現のための栽培・防除・土壌
管理の体系化に向けた先端的な技術開発や、家畜から排出される窒素や燐などの削減
に向けた飼養管理技術、排せつ物の効率的な処理、利用及び再資源化のための技術開
発を行うとともに、ＩＣＴを活用して収集した観測データをもとに、漁海況情報を予
報し、操業の効率化、二酸化炭素の排出削減に活用する。 

（振興計画Ｐ４５、Ｐ４７、Ｐ１１２） 

【主な取組】 

・ 主要野菜の有機栽培面積拡大に向けた病害虫発生消長等の生産環境の解明及び
普及に向けた栽培技術の確立 

・ 総合防除に基づく露地野菜の化学農薬使用量低減技術の開発 

・ 化学肥料の使用量低減と温室効果ガス削減に向けた肥培管理及び栽培技術  
の開発 

・ 農耕地土壌における炭素貯留量の実態調査とバイオ炭等の施用効果の解明 

・ 環境負荷低減技術に関する導入成立条件の解明と開発技術の経営評価 

・ 家畜排せつ物の浄化処理における効率的な環境負荷物質の排出削減技術の検討 
 
５ 環境負荷低減事業活動により生産された農林水産物の流通及び消費の促進に関する 
事項 

  有機農業をはじめとする環境負荷低減事業活動により生産された農林水産物に  
対する消費者の理解の促進に努める。 

【主な取組】 

・ 有機農産物の販売機会の多様化に向け、国、県及び民間団体が主催する商談会等
へ有機農業者が積極的に参加できるよう支援（有機農業推進計画Ｐ１２） 

・ 県内企業等との農商工連携や６次産業化などにより販路の確保を志向する有機  
農業者に対し、必要な情報の提供（有機農業推進計画Ｐ１３） 

・ 「環境にやさしい農業」の取組をＰＲするため、「ちばエコ農産物」の      
ロゴマークなどを活用（食育推進計画Ｐ２５） 

・ 消費者等の「環境にやさしい農業」への理解を深めるため、家庭・学校・     
地域などで行われる食育の推進（有機農業推進計画Ｐ１４、食育推進計画Ｐ２５） 

・ 「環境にやさしい農業」で生産された農産物等の地産地消の推進 

（千葉県農林水産業振興計画Ｐ５３、食育推進計画Ｐ２３） 

・ 有機農業に地域ぐるみで取り組む産地（オーガニックビレッジ）創出の促進 

 
６ その他環境負荷低減事業活動の促進に関する事項 

○ 「環境にやさしい農業」の取組拡大に向けては、堆肥等を活用した土づくりと化学
肥料、化学農薬の使用低減を一体的に行う取組だけでなく、農業者の状況に応じて、
段階的に取り組みを推進する。 

○ 環境負荷低減事業活動の促進に当たっては、今後、特定区域の設定を通じて地域の   
モデル的な取組を創出し、その事例の横展開が図られるよう、県、市町村、農業団体
等の関係者が緊密に連携して対応する。 

○ 県・市町村段階における施策の推進に当たっては、みどりの食料システム戦略の   
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関連予算、税制・金融の特例等の支援措置その他国の基本方針第六に掲げる国の施策
を有効に活用する。 

○ 環境負荷低減事業活動は、農林漁業者の生産コストの低減にも貢献しうるもので  
あることから、そのことに対する農林漁業者の理解を醸成しつつ推進を図る。 
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（別紙） 

特定区域について（千葉市若葉区、緑区、花見川区） 

 

 

 

１ 特定区域の区域 

千葉市 

若葉区、緑区、花見川区 

＜地区選定の考え方＞ 

上記３区には千葉市の農業経営体のうち約９１％、経営耕地面積のうち約８５％が

存在しており、施設園芸を中心に農業生産が最も盛んに行われている区域であり、  

国の交付金も活用し、今後市内外でモデルとなりうる施設園芸の産地育成を図って 

いるため。 

 

２ 求められる事業活動の内容 

市内の施設園芸産地を形成しているイチゴ生産を行う農業者を中心に組織される

「千葉市SDGs 対応型施設園芸推進協議会」により、ヒートポンプ単体、もしくは燃油

暖房機との併用による加温体系や、加温効率を向上させる新素材カーテンといった 

先端的技術を活用しつつ、環境制御装置を組み合わせ、冬期の加温における重油等の 

使用量を削減しＣＯ２排出を抑制するとともに、農業者との環境データや栽培ノウハウ

の共有を図ることで、環境負荷の低減と収量・品質の向上の両立に向けて、イチゴを  

はじめとする施設園芸産地として一体的な生産体系の構築と普及を推進する。 

本市では、リニューアルした農政センターを核として、技術活用のための実地研修や

メーカーとのマッチング、千葉市食のブランド「千」による販売促進イベントの実施等

により、上記事業活動の横展開を図る。  

 


